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１．はじめに 

事故由来廃棄物等の焼却処理に伴い、焼却炉内耐火物へ放射能の蓄積が確認されている。耐火物に蓄積される放

射性セシウムの変動は、サーベイメータを用いた焼却炉外部および内部の放射線量率の測定によって確認している。

従事者によるサーベイメータを用いた放射線測定は、1)従事者が測定できる範囲に距離的制限が生じること、2) 対

象領域が広い場合、測定点数に比例し測定時間が長時間となることが予想される。本研究では、遠隔的に、短時間

且つ広範囲に、焼却炉内耐火物への放射性Csの蓄積を確認する目的で、異なる定期点検期間中に、ガンマ線可視化

装置を用いた焼却炉内外の面的な放射能分布の測定し、耐火物への放射性Cs蓄積変動と本測定法を検証した。 

２．調査方法 

福島県内の焼却施設である施設Aの焼却炉内において、定期点検期間中の平成 27年 10月及び平成 28年 8月に、

ガンマ線可視化装置（ガンマ・キャッチャー、千代田テクノル社製）を用いて、焼却炉内部の 2 方向の面的放射能

分布を測定した。平成 28年は、焼却炉外部から設備外壁面の面的放射能分布を測定し、焼却炉内部の放射能分布を

試行的に測定した。なお、放射能蓄積分布の可視化と並行して、従来のNaI(Tl)シンチレーションサーベイメータに

よる測定値の確認を行った。 

３．結果 

図 1 に、施設A における平成 27年 10月における燃焼室耐火物への放射性Cs蓄積分布、図 2に平成 28年 8月に

おける燃焼室耐火物への放射性 Cs 蓄積分布、図 3 に平成 28 年 8 月におけるガス冷却塔外部からの放射性 Cs 蓄積

分布を示す。 

遠隔的に燃焼室壁面における放射性 Cs 分布を可視化し、その結果はサーベイメータによる放射線量率測定結果

とよく一致した。平成 27年 10 月（図 1）と平成 28年 8 月（図 2）の結果比較では、燃焼室の上方の耐火物表層の

放射性Csの増加が示唆された。水原ら(2017)の研究 *では、平成 27 年 10月と平成 28年 8月の比較では、放射線量

率及び採取された耐火物表層中の放射性Cs 濃度のいずれも平成 28 年 8 月が高く、本調査結果と整合する。同研究

では、平成 28年 1 月と 4月調査時の放射線量率と耐火物表層の放射性Cs 濃度が最大、以降減少傾向と報告してい

ることから、今後の調査にて同じ測定場所の放射性Cs分布の確認が必要である。 

 ガス冷却塔外壁面の測定結果（図 3）から、外部から設備内部の放射性Cs分布を定性的に確認できる可能性が得

られた。対象設備に不連続な構造材が少なく、バックグラウンド放射線が低い場所であれば、設備外部から放射性

Cs分布が取得可能と示唆された。中間貯蔵施設やその付帯施設設備における、局所的な放射線源の有無の確認、定

期的な放射線源の移行状況の確認など、ガンマ線可視化装置を用いたモニタリングが有効であると考えられる。 

* 第 6回環境放射能除染研究発表会 S1-2 
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図 1 放射性 Cs蓄積分布           図 2 放射性 Cs蓄積分布           図 3 放射性 Cs蓄積分布 
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